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1. まえがき

2015 年 12 月の COP21（パリ協定）での採択を受け，我が

国では，2030 年までに温室効果ガスの削減を 2013 年比で

26%，2050 年には 80%の削減を目標として掲げている。こ

れに向けて，2018 年 7 月に閣議決定された「第 5 次エネル

ギー基本計画」(１)においても，太陽光発電（PV）を含む再

生可能エネルギーを経済的に自立し脱炭素化した主力電源

として位置づけている。これらのことから PV は，これから

も地球温暖化の抑制とエネルギー資源確保の両面から，我

が国の主要電源の一つとして超長期に渡り導入・運転を維

持して行く必要があるといえる。2012 年 7 月の再生可能エ

ネルギー発電を対象とした固定価格買取制度（FIT）の施行

以降，PV の導入量は爆発的に増大し，また，高効率化・低

価格化の動きを強烈に後押しした。これにより，PV のコス

トは既存電源に対して競争力を持ちつつある。今後も，国

民負担を極力抑え，かつ経済的に自立した電源となるため

には，太陽電池そのものはもちろんのこと，架台，パワー

コンディショナ（PCS），系統連系装置といった PV を構成

する各要素装置などシステム全体を対象として，一層の低

コスト化・長寿命化，ならびに長期安定運転を保つための

保守技術などを継続的に技術開発していく必要があるとい

える。

PV の出力は日射などの気象条件に依存して変動する。そ

のため，その大量導入にあたっては，系統周波数や電圧の

変動，系統事故時の安定度への影響，余剰電力の発生など

の制御・運用上の問題が生じる可能性がある。電力システ

ムの安定かつ効率的な運用を維持しつつ，PV のような出力

自然変動型の電源を主力電源として活用していくために

は，在来型の電源や送配電設備との協調・調和はもちろん

のこと，蓄電設備などのエネルギー貯蔵技術，IoT・スマー

トグリッド・スマートコミュニティ技術など，従来の概念

を超えた，新しい電力・エネルギー供給のあり方を含めた

検討が必要であると考える。

以上の趨勢を鑑み，電気学会 新エネルギー・環境技術委

員会の下に，2017 年 1 月～2018 年 12 月の 2 年間，「太陽光

発電の長期安定利用技術調査専門委員会」を設置し，系統

連系形 PV を中心に，低コスト化・長寿命化技術，長期安定

運転を保つための保守技術，電力系統の安定運用維持を低

コストで達成するための合理的な余剰電力利用技術や出力

安定化技術，等の PV の長期安定利用に関わる各種技術の動

向を調査した。

本技術報告は，これらの調査結果を全 5 章の構成でまと

めたものである。

2 章では PV の市場動向と導入量，ならびに PV の普及に

大きく関係する政策動向についてとりまとめている。また，

PV の長寿命化や故障要因の動向についても示す。 

3 章では PV セル・モジュール・PCS，ならびにそれらを

組み合わせた PV システム全体の高効率化・利用率向上のた

めの技術をまとめている。

4 章では PV の安全性向上と長寿命化のための技術とし

て，架台，セル・モジュール，PCS の長寿命化技術をまと

めている。また，超長期的な活用のためには欠かすことが

できない資源の有効利用という観点から，PV システムのリ

サイクル・リユース技術についても記載している。

5 章では，PV と電力系統とを協調させるための技術とし

て，PV 出力の推定・予測技術，PCS 出力制御，需要家側の

分散型エネルギー資源の活用技術について記載した。

後に 6 章では、全体のまとめを示す。 
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